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跨線橋の点検および修繕の計画的実施について

平成２６・２７年度点検結果から、跨線橋はⅢ判定が２２％と高い水準

今後、修繕工事の増加が見込まれるが、鉄道との協議が必要となるため、点検のみならず修

繕工事も計画的かつ効率的に進むような仕組みが必要

踏切道改良促進法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成２８年３月）

（衆）「跨線橋等の老朽インフラ改修が課題となっていることから、点検・修繕を計画的かつ効率的に進められる

よう仕組みを構築すること。」

（参）「跨線橋等の老朽化が課題となっていることから、点検・修繕を計画的かつ効率的に進められるような仕組

みを構築すること。」

附帯決議を踏まえ、省令改正（平成２８年１０月２８日公布、１２月１日施行）

道路管理者に対し、道路局長より通達を発出（平成２８年１０月２８日）

鉄道事業者に対し、鉄道局長より通達を発出（平成２８年１０月２８日）

通達の背景・目的

 道路法施行規則 第四条の五の五に次の一号を加える。
四 橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路と独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法
人日本高速道路保有・債務返済機構若しくは鉄道事業者の鉄道又は軌道経営者の新設軌道とが立体交差する場合に
おける当該鉄道又は当該新設軌道の上の道路の部分の計画的な維持及び修繕が図られるよう、あらかじめ独立行政
法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、当該鉄道事業者又は当該
軌道経営者との協議により、当該道路の部分の維持又は修繕の方法を定めておくこと。

資料５



道路鉄道連絡部会の位置付け
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上の管理者

下の管理者
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その他 鉄道

高速会社

直轄

公社

都道府県
市区町村
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路
法
外

その他

鉄道

跨道橋
連絡部会

【道路メンテ
ナンス会議の

下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

道路メンテナンス会議
【都道府県単位で設置済み】

＜事務局＞
国道事務所

個別協議

道路鉄道連絡部会
【道路メンテナンス会議の下部組織】

道路鉄道
連絡部会

【道路メンテナンス
会議の下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

＜事務局＞
国道事務所



対象施設・構成員・役割
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○鉄道を跨ぐ全ての道路橋（跨線橋）
○道路を跨ぐ全ての鉄道橋（跨道鉄道橋）
※跨道鉄道橋は本通達の対象外であるが、道路鉄道連絡会議では必要に応じて

対象とする。

○点検計画、修繕※計画等の調整（※修繕には耐震補強を含む）
○メンテナンスに関する情報共有
○耐震補強に関する情報共有
○その他要望、要請事項、意見交換等

○地方整備局（道路部、直轄事務所）
○地方運輸局（鉄道部）
○地方公共団体（都道府県、政令市、市町村）
○高速道路会社（NEXCO、首都高速、阪神高速、本四高速）
○鉄道事業者

対象施設

構成員

役割



 

 

新潟県道路鉄道連絡部会 

 

 

 設立趣意書 

 

 

跨線橋の点検や修繕工事の実施にあたっては、道路管理者と鉄道事業者との

間で安全確保に係る協議等を行い、計画的な点検の実施に取り組んでいるとこ

ろである。 

今後は、点検結果を踏まえた修繕工事や、熊本地震を踏まえた耐震補強工事

の増加が見込まれることから、道路管理者は、鉄道の安全・安定輸送の重要性

に鑑み、鉄道事業者と協力して、速やかに必要な措置を講じる必要がある。 

そこで、道路法施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年国土交通省令第

76 号）に基づき、当該道路の部分の維持又は修繕の方法について、鉄道事業者

との協議が円滑に進むよう、道路管理者の点検計画や修繕計画を一括してとり

まとめ、鉄道事業者との協議を行うために、「新潟県道路メンテナンス会議」の

専門部会として「新潟県道路鉄道連絡部会」を設置するものである。 

 

 

平成２９年２月７日 

 



新潟県道路鉄道連絡部会 規約 

 

（名 称） 

第１条 本会は、「新潟県道路鉄道連絡部会」（以下、「部会」という。）と称す

る。 

 

（目 的） 

第２条 部会は、道路法施行規則の一部を改正する省令（平成２８年国土交通

省令第７６号）に基づき設置する。なお、部会は、新潟県道路メンテナン

ス会議規約第４条５項の規定の専門部会に位置付けるものとし、鉄道を跨

ぐ道路橋（以下、「施設」という。）の点検や修繕等について、相互に連絡・

調整、情報共有を行うことにより、必要な事項について円滑な協議に努め

ることを目的とする。 

 

（協議事項） 

第３条 部会は、第２条の目的を達成するため、次の事項について協議する。 

（１）施設の保全等に係る意見調整・情報共有に関すること。 

（２）施設の点検、修繕等の把握・調整に関すること。 

（３）施設の技術基準類等の共有に関すること。 

（４）施設の老朽化対策、耐震対策の理解促進に関すること。 

（５）その他、施設の管理に関連し会長が妥当と認めた事項。（必要に応じて、

跨道鉄道橋に関するものも含むものとする。） 

 

（組 織） 

第４条 部会は、第２条の目的を達成するため、対象施設の管理者及び部会が

必要と認めるもので組織する。 

２．部会には、会長及び副会長４名を置くものとし、会長は国土交通省北陸地

方整備局新潟国道事務所長、副会長は国土交通省北陸信越運輸局鉄道部技術

課長、新潟県土木部道路管理課長、新潟市土木部土木総務課長及び東日本高

速道路会社新潟管理事務所長とする。 

３．会長に事故等があるときは、副会長がその職務を代行する。 

４．部会の構成は、「別表－１」のとおりとする。 

ただし、必要に応じ会長が指名するものの出席を求めることができる 

５．部会には、「幹事会」を置くものとし、構成は「別表－２」のとおりとす

る。 



 

（会議の開催） 

第５条 会議は年に１回を基本として、必要に応じて適宜開催する。 

 

（幹事会） 

第６条 幹事会は、幹事長の招集により開催するものとし、次の事項について

調整する。 

（１）部会の運営全般についての補助、会員相互の連絡調整。 

（２）部会における協議議題の調整。 

（３）規約の策定・改正・廃止等に係る調整。 

（４）その他、部会の運営に際し必要となる事項の調整。 

 

（事務局） 

第７条 部会の運営に関わる事務を行わせるため、事務局を置く。 

２．事務局は、国土交通省北陸地方整備局新潟国道事務所、国土交通省北陸信

越運輸局鉄道部、新潟県土木部、新潟市土木部及び東日本高速道路株式会社

新潟支社に置く。 

 

（規約の改正） 

第８条 本規約の改正等は、部会の審議・承認を得て行うことができる。 

 

（その他） 

第９条 本規約に定めるもののほか、必要な事項はその都度協議して定めるも

のとする。 

 

（附 則） 

本規約は、平成２９年２月７日から施行する。 



　　　　【別表-１】

所　　属 役　　職

会長 国土交通省北陸地方整備局 新潟国道事務所長

副会長 国土交通省北陸信越運輸局鉄道部 技術課長

副会長 新潟県土木部 道路管理課長

副会長 新潟市土木部 土木総務課長

副会長 東日本高速道路株式会社新潟支社 新潟管理事務所長

国土交通省北陸地方整備局 地域道路課長

国土交通省北陸地方整備局 道路管理課長

国土交通省北陸地方整備局 高田河川国道事務所長

国土交通省北陸地方整備局 羽越河川国道事務所長

国土交通省北陸地方整備局 長岡国道事務所長

国土交通省北陸地方整備局 北陸技術事務所長

新潟県土木部 道路建設課長

東日本高速道路株式会社新潟支社 長岡管理事務所長

東日本高速道路株式会社新潟支社 上越管理事務所長

東日本高速道路株式会社新潟支社 湯沢管理事務所長

長岡市 土木部長

三条市 建設部長

柏崎市 都市整備部長

新発田市 地域整備課長

小千谷市 建設課長

十日町市 建設部長

見附市 建設課長

村上市 建設課長

燕市 都市整備部長

糸魚川市 建設課長

妙高市 建設課長

上越市 都市整備部長

阿賀野市 産業建設部長

魚沼市 土木課長

南魚沼市 建設部長

弥彦村 建設企業課長

阿賀町 建設課長

湯沢町 地域整備部長

津南町 建設課長

関川村 建設環境課長

一般財団法人新潟県建設技術センター 情報管理部長

東日本旅客鉄道株式会社新潟支社 設備部工事課長

西日本旅客鉄道株式会社金沢支社 企画課長

日本貨物鉄道株式会社関東保全技術センター 所長

日本貨物鉄道株式会社関西保全技術センター 所長

北越急行株式会社 技術部技術課長

えちごトキめき鉄道株式会社 設備センター施設課長

国土交通省北陸地方整備局新潟国道事務所

国土交通省北陸信越運輸局鉄道部

新潟県土木部

新潟市土木部

東日本高速道路株式会社新潟支社

新潟県道路鉄道連絡部会　名簿

事務局



　　　　　【別表-２】

所　　属 役　　職

幹事長 国土交通省北陸地方整備局 新潟国道事務所　総括保全対策官

副幹事長 国土交通省北陸信越運輸局鉄道部 技術課長補佐

副幹事長 新潟県土木部 道路管理課長補佐

副幹事長 新潟市土木部　 土木総務課長補佐

副幹事長 東日本高速道路株式会社新潟支社 新潟管理事務所　副所長

国土交通省北陸地方整備局 地域道路課長補佐

国土交通省北陸地方整備局 道路管理課長補佐

国土交通省北陸地方整備局　　　 高田河川国道事務所　総括保全対策官

国土交通省北陸地方整備局 羽越河川国道事務所　副所長

国土交通省北陸地方整備局 長岡国道事務所　総括保全対策官

国土交通省北陸地方整備局　　 北陸技術事務所　副所長

新潟県土木部 道路建設課長補佐

東日本高速道路株式会社新潟支社 長岡管理事務所　副所長

東日本高速道路株式会社新潟支社 上越管理事務所　副所長

東日本高速道路株式会社新潟支社　 湯沢管理事務所　副所長

長岡市 道路管理課長

三条市 建設課長

柏崎市 都市整備課長

新発田市 地域整備課長

小千谷市 建設課長

十日町市 建設課長

見附市 建設課長

村上市 建設課長

燕市 土木課長

糸魚川市 建設課長

妙高市 建設課長

上越市 道路課長

阿賀野市 建設課長

魚沼市 土木課長

南魚沼市 建設課長

弥彦村 建設企業課長

阿賀町 建設課長

湯沢町 建設課長

津南町 建設課長

関川村 建設環境課長

一般財団法人新潟県建設技術センター 情報管理課参事

東日本旅客鉄道株式会社新潟支社 設備部企画課副課長

西日本旅客鉄道株式会社金沢支社 企画課課長代理

日本貨物鉄道株式会社関東保全技術センター 所長

日本貨物鉄道株式会社関西保全技術センター 所長

北越急行株式会社 技術部技術課長

えちごトキめき鉄道株式会社 設備センター施設課長

国土交通省北陸地方整備局新潟国道事務所

国土交通省北陸信越運輸局鉄道部

新潟県土木部

新潟市土木部

東日本高速道路株式会社新潟支社

新潟県道路鉄道連絡部会   幹事会　名簿

事務局



時期 地方整備局 メンテナンス会議 鉄道会社 道路管理者

道路鉄道連絡部会　省令改正後のスケジュール（案）

H29.1

2

3

4

確認書の締結に向

けた調整

確認書の締結

（JR貨物） 確認書の締結（その他の鉄道会社）

事前協議

第１回道路鉄道連絡部会の開催

点検の実施

施行協定書の締結（個別）




